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■当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商品分類 追加型投信／国内／株式 

信託期間 無期限（設定日：2004年６月22日） 

運用方針 マザーファンドへの投資を通じて、主に日
本の株式に投資を行い、信託財産の成長を
目指して運用を行います。 

主要投資対象 当ファンドは以下のマザーファンドを主要
投資対象とします。 

配当フォーカスマザーファンド 

日本の株式 

当ファンドの 
運用方法 

■“配当”に着目した銘柄選択により、
「中長期的な株価の上昇」と「配当収入」
による信託財産の成長を目指します。 

■東証１部・２部に上場している株式の中
から、企業の配当性向や予想配当利回り
に着目し、組入候補銘柄群を抽出しま
す。 

■組入候補銘柄群の中から組入銘柄を決定
するポイントは、以下のとおりです。 
・ポートフォリオの約70％については、企
業の配当政策と予想配当利回りの総合評
価が相対的に高い銘柄に投資します。 

・ポートフォリオの約30％については、委
託会社が独自の手法を用いて算出した投
資魅力度の高い銘柄に投資します。 

組入制限 当ファンド 

■株式への実質投資割合には、制限を設け
ません。 

■外貨建資産への実質投資割合は、信託財
産の純資産総額の20％以内とします。 

配当フォーカスマザーファンド 

■株式への投資割合には、制限を設けませ
ん。 

■外貨建資産への投資割合は、信託財産の
純資産総額の20％以内とします。 

分配方針 ■年１回（原則として毎年１月25日。休業
日の場合は翌営業日）決算を行い、分配
を行います。 

■分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越
分も含めた利子・配当等収益および売買
益（評価益を含みます。）等の全額とします。 

■分配金額は、委託会社が基準価額水準、
市況動向等を勘案して、原則として経費
控除後の配当等収益を中心に決定しま
す。なお、経費控除後の売買益等につい
ては、基準価額水準を勘案して分配する
ことがあります。 

※委託会社の判断により分配を行わない場
合もあるため、将来の分配金の支払いお
よびその金額について保証するものでは
ありません。 
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受益者の皆さまへ 
平素は格別のお引立てに預かり、厚くお礼申し上

げます。 

当ファンドはマザーファンドへの投資を通じて、

東証１部、２部に上場している株式の中から、

“配当”に着目した銘柄選択により、「中長期的

な株価の上昇」と「配当収入」による信託財産の

成長を目指して運用を行います。当期について

も、運用方針に沿った運用を行いました。 

今後ともご愛顧のほどお願い申し上げます。 
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 原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単
位未満の数値については小数を表記する場合があります。 
 

最近５期の運用実績 
 

決  算  期 
基 準 価 額 

(参 考 指 数) 
ＴＯＰＩＸ(東証株価指数) 株式組入 

比  率 
純 資 産 
総  額 

(分配落) 
税 込 
分配金 

期 中 
騰落率 

 
期 中 
騰落率 

 円 円 ％  ％ ％ 百万円 
14期(2018年１月25日) 21,324 410 35.5 1,884.56 23.9 97.0 4,938 
15期(2019年１月25日) 17,500 430 △15.9 1,566.10 △16.9 96.9 5,018 
16期(2020年１月27日) 19,393 670 14.6 1,702.57 8.7 97.4 5,008 
17期(2021年１月25日) 18,893 440 △ 0.3 1,862.00 9.4 96.7 4,529 
18期(2022年１月25日) 19,938 650 9.0 1,896.62 1.9 96.5 4,259 

※基準価額の騰落率は分配金込み。 
※当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。 
※株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。 
※指数の著作権、知的所有権、その他一切の権利は発行者、許諾者が有しています。これら発行者、許諾者は当ファンドの運営に何ら関与
するものではなく、当ファンドの運用成果に対して一切の責任を負うものではありません。 

※参考指数は市場の動きを示す目的で記載しており、当ファンドが当該参考指数を意識して運用しているわけではありません。 

 

当期中の基準価額と市況等の推移 
 

年  月  日 
基 準 価 額 

(参 考 指 数) 
ＴＯＰＩＸ(東証株価指数) 株式組入 

比  率 
 騰 落 率  騰 落 率 

(期   首) 円 ％  ％ ％ 
2021年１月25日 18,893 － 1,862.00 － 96.7 
  １月末 18,574 △ 1.7 1,808.78 △2.9 96.8 
  ２月末 18,750 △ 0.8 1,864.49 0.1 97.6 
  ３月末 20,372 7.8 1,954.00 4.9 96.4 
  ４月末 19,777 4.7 1,898.24 1.9 96.4 
  ５月末 20,133 6.6 1,922.98 3.3 96.2 
  ６月末 20,523 8.6 1,943.57 4.4 96.9 
  ７月末 20,492 8.5 1,901.08 2.1 97.6 
  ８月末 20,856 10.4 1,960.70 5.3 97.7 
  ９月末 21,530 14.0 2,030.16 9.0 96.4 
  10月末 21,254 12.5 2,001.18 7.5 95.2 
  11月末 20,108 6.4 1,928.35 3.6 94.7 
  12月末 20,956 10.9 1,992.33 7.0 97.9 

(期   末)      
2022年１月25日 20,588 9.0 1,896.62 1.9 96.5 

※期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 
※当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。 
※株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。 



1 運用経過
基準価額等の推移について（2021年１月26日から2022年１月25日まで）

基準価額等の推移

分配金再投資基準価額について
　分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を分配時
に再投資したと仮定して計算したもので、ファンド
運用の実質的なパフォーマンスを示します。

※�分配金を再投資するかどうかについては、受益者の皆さまがご
利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額な
どによって課税条件も異なります。したがって、受益者の皆さ
まの損益の状況を示すものではありません。（以下、同じ）

※分配金再投資基準価額および参考指数は、期首の値が基準価額と同一となるように指数化しています。

※当ファンドの参考指数は、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）です。
※��指数の著作権、知的所有権、その他一切の権利は発行者、許諾者が有しています。これら発行者、許諾者は当ファン
ドの運営に何ら関与するものではなく、当ファンドの運用成果に対して一切の責任を負うものではありません。
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基準価額（円）：左軸

純資産総額（百万円）：右軸

分配金再投資基準価額（円）：左軸

参考指数：左軸

期 首 18,893円

期 末 19,938円
（既払分配金650円（税引前））

騰 落 率 ＋9.0％
（分配金再投資ベース）
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基準価額の主な変動要因（2021年１月26日から2022年１月25日まで）

　当ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、日本の取引所上場の株式の中から、企業の
経営姿勢が現れる“配当”に着目して銘柄選定を行いました。

●期を通じて「配当利回り」が効く局面が多かったこと

●りらいあコミュニケーションズ、アルヒなどの株価が低迷したこと

上昇要因

下落要因
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投資環境について（2021年１月26日から2022年１月25日まで）

国内株式市場は上昇しました。

　期初から３月中旬にかけては、世界的な景
気回復に加えて米国の追加経済対策への期待
が高まり、上昇しました。３月下旬から５月
中旬にかけては、国内企業の2021年度業績
見通しが市場予想に届かなかったことや米国
におけるインフレ懸念が嫌気され、下落しま
した。５月下旬から８月下旬にかけては、新
型コロナウイルス感染再拡大に伴う経済活動

正常化の遅れなどが重石となり、上値の重い
展開となりました。
　９月上旬から期末にかけては、国内政局を
巡る過度な警戒が和らいだことが支えとなり
上昇した後は、中国景気の減速懸念や感染再
拡大への警戒感が高まったことを受けて、下
落しました。

ポートフォリオについて（2021年１月26日から2022年１月25日まで）

当ファンド
　期を通じて「配当フォーカスマザーファン
ド」を高位に組み入れました。

配当フォーカスマザーファンド
●業種配分
食料品、建設業、非鉄金属などを引き下げ
る一方、不動産業、医薬品、化学などを引き
上げました。

●個別銘柄
日本たばこ産業、フジミインコーポレー

テッド、ケーズホールディングスなどを売り
付ける一方、アステラス製薬、ＡＧＣ、日本
電信電話を買い付けました。

●ポートフォリオの特性
期末現在、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）の予
想配当利回り2.4％に対して、当ファンドの
予想配当利回りは3.9％となっています。
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ベンチマークとの差異について（2021年１月26日から2022年１月25日まで）

基準価額と参考指数の騰落率対比

※基準価額は分配金再投資ベース
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　当ファンドは運用の指標となるベンチ
マークはありませんが、参考指数として
ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）を設けています。
　左のグラフは、基準価額と参考指数の騰
落率の対比です。

分配金について（2021年１月26日から2022年１月25日まで）

（単位：円、１万口当たり、税引前）

項　目 第18期 　期間の１万口当たりの分配金（税引前）は、
基準価額水準等を勘案し、左記の通りとい
たしました。
　なお、留保益につきましては、運用の基
本方針に基づき運用いたします。

当期分配金 650
（対基準価額比率） （3.16％）

当期の収益 650

当期の収益以外 －

翌期繰越分配対象額 10,776
※��単位未満を切り捨てているため、「当期の収益」と「当期の収益以外」の合計が「当期分配金」と一致しない場合があります。
※��「対基準価額比率」は、「当期分配金」（税引前）の期末基準価額（分配金（税引前）込み）に対する比率で、当ファンドの収
益率とは異なります。
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2 今後の運用方針
当ファンド
　引き続き、「配当フォーカスマザーファン
ド」を高位に組み入れて運用を行います。

配当フォーカスマザーファンド
　世界景気については、新型コロナウイルス
の変異型などの感染拡大、供給制約による生
産活動の遅れなどの悪影響が下押し要因とな
るものの、ワクチンや治療薬などの普及効果
により経済活動は正常化へ向かうと考えられ

るほか、主要国における財政出動が続くこと
により腰折れは回避し、再び回復局面へ戻る
と考えます。
　株式市場は、主要国の金融政策の先行きを
巡り、不安定な値動きとなる場面はあるもの
の、世界景気の回復、企業業績の持続的な拡
大を織り込む形で上昇基調が続くと予想しま
す。
　「高水準の配当を継続できる銘柄に投資す
る」という観点で投資銘柄を選別していく方
針を継続します。

3 お知らせ
約款変更について

　該当事項はございません。
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１万口当たりの費用明細（2021年１月26日から2022年１月25日まで）

項　目 金額 比率 項目の概要

（a）信 託 報 酬 190円 0.924％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×（経過日数／年日数）
期中の平均基準価額は20,541円です。
投信会社：ファンド運用の指図等の対価
販売会社：��交付運用報告書等各種資料の送付、口座内でのファン

ドの管理、購入後の情報提供等の対価
受託会社：��ファンド財産の保管および管理、投信会社からの指図

の実行等の対価

（ 投 信 会 社 ） （93） （0.451）

（ 販 売 会 社 ） （90） （0.440）

（ 受 託 会 社 ） （7） （0.033）

（b）売買委託手数料 16　 0.076　 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数
売買委託手数料：��有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う

手数料（ 株 式 ） （16） （0.076）

（先物･オプション） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（c）有価証券取引税 －　 －　 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
��有価証券取引税：��有価証券の取引の都度発生する取引に関する

税金（ 株 式 ） （－） （－）

（ 公 社 債 ） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（d）そ の 他 費 用 1　 0.006　 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
保管費用：��海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管お

よび資金の送回金・資産の移転等に要する費用
監査費用：監査法人に支払うファンドの監査費用
そ の 他：信託事務の処理等に要するその他費用

（ 保 管 費 用 ） （－） （－）

（ 監 査 費 用 ） （1） （0.005）

（ そ の 他 ） （0） （0.001）

合 計 207　 1.006　

※��期中の費用(消費税のかかるものは消費税を含む)は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により
算出しています。
※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
※各項目毎に円未満は四捨五入しています。
※�売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額
のうち、当ファンドに対応するものを含みます。
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参考情報 総経費率（年率換算）

総経費率
0.93%

運用管理費用（販売会社）

0.44%

運用管理費用（投信会社）

0.45%

運用管理費用（受託会社）

0.03%

その他費用

0.01%

※�各費用は、前掲「１万口当たりの費用明細」において用いた簡便法により算出したもので、原則とし
て、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
※各比率は、年率換算した値（小数点以下第２位未満を四捨五入）です。
※�上記の前提条件で算出しているため、「１万口当たりの費用明細」の各比率とは、値が異なる場合が
あります。なお、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託
手数料および有価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基
準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率換算）は0.93％です。
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オペレーター：千修デジタルワーキングルーム pd2-user

プリント日時：2022/02/24 16:12:00 
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当期中の売買及び取引の状況(2021年１月26日から2022年１月25日まで) 
親投資信託受益証券の設定、解約状況 
 

 
設   定 解   約 

口   数 金   額 口   数 金   額 

 千口 千円 千口 千円 
配当フォーカスマザーファンド 142,647 479,200 356,305 1,191,600 
 
 

親投資信託の株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 
(2021年１月26日から2022年１月25日まで) 

 

項     目 
当     期 

配当フォーカスマザーファンド 

(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 7,241,665千円 

(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 7,172,857千円 

(c) 売 買 高 比 率 ( a ) / ( b ) 1.00   
 
※(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 
※外貨建資産については、(a)は各月末(ただし、決算日の属する月については決算日)の日本の対顧客電信売買相場の仲値で換算した邦貨金

額の合計、(b)は各月末の同仲値で換算した邦貨金額合計の平均です。 

 

利害関係人との取引状況等(2021年１月26日から2022年１月25日まで) 
(１)利害関係人との取引状況 

三井住友・配当フォーカスオープン 

 当期中における利害関係人との取引等はありません。 

 
配当フォーカスマザーファンド 
 

区   分 買付額等 
Ａ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｂ 

 
Ｂ 

 
売付額等 

Ｃ 
うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

 
Ｄ 

 
Ａ Ｃ 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 

株 式 1,604 42 2.7 5,637 836 14.8 
 
※平均保有割合 59.6％ 
※平均保有割合とは、親投資信託の残存口数の合計に対する当該ベビーファンドの親投資信託所有口数の割合。 

 
(２)利害関係人の発行する有価証券等 

配当フォーカスマザーファンド 
 

種     類 買  付  額 売  付  額 期 末 保 有 額 

 百万円 百万円 百万円 
株 式 － 82 98 

 



三井住友・配当フォーカスオープン 
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(３)売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率 

三井住友・配当フォーカスオープン 
 

項     目 当     期 

(a) 売 買 委 託 手 数 料 総 額 3,445千円 

(b) う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額 466千円 

(c) (b)／(a) 13.5％  
 
※売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものです。 

 

利害関係人とは、投資信託および投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当
ファンドに係る利害関係人とは、ＳＭＢＣ日興証券株式会社、株式会社三井住友フィナンシャルグループです。 

 

第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況 
(2021年１月26日から2022年１月25日まで) 

 該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。 

 

組入れ資産の明細(2022年１月25日現在) 
親投資信託残高 
 

種     類 
期首(前期末) 期        末 

口   数 口   数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

配 当 フ ォ ー カ ス マ ザ ー フ ァ ン ド 1,439,619 1,225,961 4,194,013 
 
※配当フォーカスマザーファンドの期末の受益権総口数は1,590,219,531口です。 

 

投資信託財産の構成 (2022年１月25日現在) 
 

項      目 
期           末 

評  価  額 比     率 

 千円 ％ 

配 当 フ ォ ー カ ス マ ザ ー フ ァ ン ド 4,194,013 94.7 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 235,611 5.3 

投 資 信 託 財 産 総 額 4,429,624 100.0 
 



三井住友・配当フォーカスオープン 
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資産、負債、元本及び基準価額の状況 
(2022年１月25日現在) 

 
項     目 期     末 

(A) 資 産 4,429,624,765円 
 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 230,911,449  

 
配 当 フ ォ ー カ ス 
マザーファンド(評価額) 

4,194,013,316  

 未 収 入 金 4,700,000  
(B) 負 債 170,023,692  
 未 払 収 益 分 配 金 138,866,692  
 未 払 解 約 金 10,126,276  
 未 払 信 託 報 酬 20,905,241  
 そ の 他 未 払 費 用 125,483  

(C) 純 資 産 総 額 ( A - B ) 4,259,601,073  
 元 本 2,136,410,656  
 次 期 繰 越 損 益 金 2,123,190,417  

(D) 受 益 権 総 口 数 2,136,410,656口 
 １万口当たり基準価額(C/D) 19,938円 

 
※当期における期首元本額2,397,376,757円、期中追加設定元本額
511,585,988円、期中一部解約元本額772,552,089円です。 

※上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額
が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定す
る額(元本の欠損)となります。 

※上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資
信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に
規定する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額とな
ります。 

損益の状況 
(自2021年１月26日 至2022年１月25日) 

 
項     目 当     期 

(A) 配 当 等 収 益 △       44,547円 
 受 取 利 息 2,771  
 支 払 利 息 △       47,318  

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 335,778,606  
 売 買 益 433,001,182  
 売 買 損 △   97,222,576  

(C) 信 託 報 酬 等 △   41,654,857  
(D) 当 期 損 益 金 ( A + B + C ) 294,079,202  
(E) 前 期 繰 越 損 益 金 185,928,412  
(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 1,782,049,495  
 ( 配 当 等 相 当 額 ) (  1,958,412,636)  
 ( 売 買 損 益 相 当 額 ) (△  176,363,141)  

(G) 合 計       ( D + E + F ) 2,262,057,109  
(H) 収 益 分 配 金 △  138,866,692  
 次 期 繰 越 損 益 金 ( G + H ) 2,123,190,417  
 追 加 信 託 差 損 益 金 1,782,049,495  
 ( 配 当 等 相 当 額 ) (  1,961,124,094)  
 ( 売 買 損 益 相 当 額 ) (△  179,074,599)  
 分 配 準 備 積 立 金 341,140,922  

 
※有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 
※株式投信の信託報酬等には消費税等相当額が含まれており、公
社債投信には内訳の一部に消費税等相当額が含まれています。 

※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定
をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

※分配金の計算過程は以下の通りです。 

 当     期 

(a) 経費控除後の配当等収益 137,320,012円 
(b) 経費控除後の有価証券売買等損益 26,000,458  
(c) 収益調整金 1,961,124,094  
(d) 分配準備積立金 316,687,144  
(e) 当期分配対象額(a+b+c+d) 2,441,131,708  
 １万口当たり当期分配対象額 11,426.32  

(f) 分配金 138,866,692  
 １万口当たり分配金 650  

 
 

分配金のお知らせ 
 

１万口当たり分配金(税引前) 
当 期 

650円 
 
※分配金は、分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は全額「普通分配金」となり課税されます。分配後の基準価額が個別元
本を下回る場合は下回る部分が「元本払戻金（特別分配金）」となり非課税、残りの部分が「普通分配金」となります。 

 
上記のほか、投資信託財産の計算に関する規則第58条第１項各号に該当する事項はありません。 
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 原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単
位未満の数値については小数を表記する場合があります。 
 

最近５期の運用実績 
 

決  算  期 

基 準 価 額 
(参 考 指 数) 

ＴＯＰＩＸ(東証株価指数) 株式組入 

比  率 

純 資 産 

総  額  

 

期 中 

騰落率 
 

期 中 

騰落率 

 円 ％  ％ ％ 百万円 

14期(2018年１月25日) 31,483 37.1 1,884.56 23.9 97.7 8,566 

15期(2019年１月25日) 26,685 △15.2 1,566.10 △16.9 97.5 12,767 

16期(2020年１月27日) 30,866 15.7 1,702.57 8.7 98.2 10,374 

17期(2021年１月25日) 31,064 0.6 1,862.00 9.4 98.0 8,922 

18期(2022年１月25日) 34,210 10.1 1,896.62 1.9 98.0 5,440 

※株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。 

※指数の著作権、知的所有権、その他一切の権利は発行者、許諾者が有しています。これら発行者、許諾者は当ファンドの運営に何ら関与

するものではなく、当ファンドの運用成果に対して一切の責任を負うものではありません。 

※参考指数は市場の動きを示す目的で記載しており、当ファンドが当該参考指数を意識して運用しているわけではありません。 

 

配当フォーカスマザーファンド 
 

第18期 (2021年１月26日から2022年１月25日まで) 

 
信託期間 無期限（設定日：2004年６月22日） 

運用方針 ・企業の経営姿勢が現れる“配当”に着目して投資することで、「中長期的な株価の上昇」と「配当

収入」による信託財産の成長を目指して運用を行います。 
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配当フォーカスマザーファンド 

当期中の基準価額と市況等の推移 
 

年  月  日 
基 準 価 額 

(参 考 指 数) 

ＴＯＰＩＸ(東証株価指数) 株式組入 

比  率 
 騰 落 率  騰 落 率 

(期   首) 円 ％  ％ ％ 

2021年１月25日 31,064 － 1,862.00 － 98.0 

  １月末 30,537 △ 1.7 1,808.78 △2.9 97.5 

  ２月末 30,854 △ 0.7 1,864.49 0.1 98.8 

  ３月末 33,588 8.1 1,954.00 4.9 96.8 

  ４月末 32,622 5.0 1,898.24 1.9 97.4 

  ５月末 33,242 7.0 1,922.98 3.3 97.2 

  ６月末 33,920 9.2 1,943.57 4.4 97.7 

  ７月末 33,898 9.1 1,901.08 2.1 99.0 

  ８月末 34,537 11.2 1,960.70 5.3 99.1 

  ９月末 35,696 14.9 2,030.16 9.0 97.7 

  10月末 35,255 13.5 2,001.18 7.5 96.4 

  11月末 33,357 7.4 1,928.35 3.6 95.8 

  12月末 34,808 12.1 1,992.33 7.0 99.0 

(期   末)      

2022年１月25日 34,210 10.1 1,896.62 1.9 98.0 

※騰落率は期首比です。 

※株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。 
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配当フォーカスマザーファンド 

 1 運用経過 
 

基準価額等の推移について(2021年１月26日から2022年１月25日まで) 
 
基準価額等の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※当ファンドの参考指数は、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）です。 
※指数の著作権、知的所有権、その他一切の権利は発行者、許諾者が有しています。これら発行者、許諾者は当ファンド

の運営に何ら関与するものではなく、当ファンドの運用成果に対して一切の責任を負うものではありません。 
 
 

基準価額の主な変動要因(2021年１月26日から2022年１月25日まで) 
 
 当ファンドは、日本の取引所上場の株式の中から、企業の経営姿勢が現れる“配当”に着目し
て銘柄選定を行いました。 
 
 
上昇要因 

 
・期を通じて「配当利回り」が効く局面が多かったこと 

下落要因 
 
・りらいあコミュニケーションズ、アルヒなどの株価が低迷したこと 

 

※参考指数は、期首の値が基準価額と同一となるように指数化しています。 

期  首  31,064円 

期  末  34,210円 

騰 落 率  ＋10.1％ 
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配当フォーカスマザーファンド 

 
投資環境について(2021年１月26日から2022年１月25日まで) 
 
 
 
 
 期初から３月中旬にかけては、世界的な景気回復に加えて米国の追加経済対策への期待が高ま
り、上昇しました。３月下旬から５月中旬にかけては、国内企業の2021年度業績見通しが市場予
想に届かなかったことや米国におけるインフレ懸念が嫌気され、下落しました。５月下旬から８
月下旬にかけては、新型コロナウイルス感染再拡大に伴う経済活動正常化の遅れなどが重石とな
り、上値の重い展開となりました。 
 ９月上旬から期末にかけては、国内政局を巡る過度な警戒が和らいだことが支えとなり上昇し
た後は、中国景気の減速懸念や感染再拡大への警戒感が高まったことを受けて、下落しました。 
 
 

ポートフォリオについて(2021年１月26日から2022年１月25日まで) 
 
業種配分 

 食料品、建設業、非鉄金属などを引き下げる一方、不動産業、医薬品、化学などを引き上げま
した。 
 
個別銘柄 

 日本たばこ産業、フジミインコーポレーテッド、ケーズホールディングスなどを売り付ける一
方、アステラス製薬、ＡＧＣ、日本電信電話を買い付けました。 
 
ポートフォリオの特性 

 期末現在、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）の予想配当利回り2.4％に対して、当ファンドの予想配
当利回りは3.9％となっています。 
 

国内株式市場は上昇しました。 
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配当フォーカスマザーファンド 

 当ファンドは運用の指標となるベン
チマークはありませんが、参考指数と
してＴＯＰＩＸ（東証株価指数）を設
けています。 
 左のグラフは、基準価額と参考指数
の騰落率の対比です。 
 

 

ベンチマークとの差異について(2021年１月26日から2022年１月25日まで) 
 
基準価額と参考指数の騰落率対比 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 2 今後の運用方針 
 
 世界景気については、新型コロナウイルスの変異型などの感染拡大、供給制約による生産活動
の遅れなどの悪影響が下押し要因となるものの、ワクチンや治療薬などの普及効果により経済活
動は正常化へ向かうと考えられるほか、主要国における財政出動が続くことにより腰折れは回避
し、再び回復局面へ戻ると考えます。 
 株式市場は、主要国の金融政策の先行きを巡り、不安定な値動きとなる場面はあるものの、世
界景気の回復、企業業績の持続的な拡大を織り込む形で上昇基調が続くと予想します。 
 「高水準の配当を継続できる銘柄に投資する」という観点で投資銘柄を選別していく方針を継
続します。 
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配当フォーカスマザーファンド 

１万口当たりの費用明細(2021年１月26日から2022年１月25日まで) 
 

項 目 金額 比率 項目の概要 

(a) 売買委託手数料 25円 0.073％ 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数 
売買委託手数料：有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料  (株式) (25) (0.073) 

(b) その他費用 0 0.000 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数 
そ の 他    ：信託事務の処理等に要するその他費用  (その他) (0) (0.000) 

 合 計 25 0.074  
 
期中の平均基準価額は33,981円です。 
※期中の費用(消費税のかかるものは消費税を含む)は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出しています。 
※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
※各項目毎に円未満は四捨五入しています。 

 

当期中の売買及び取引の状況(2021年１月26日から2022年１月25日まで) 
株 式 
 

 
買    付 売    付 

株  数 金  額 株  数 金  額 

   千株 千円 千株 千円 
国内 上 場  1,446.5 1,604,451 3,852.95 5,637,214 
   (147.75) (－)   

 
※金額は受渡し代金。 
※( )内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 
※管理上の都合により、一部の銘柄において属性が変わっている場合があります。 

 

株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 
(2021年１月26日から2022年１月25日まで) 

 
項     目 当     期 

(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 7,241,665千円 
(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 7,172,857千円 
(c) 売 買 高 比 率 ( a ) / ( b ) 1.00   

 
※(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 
※外貨建資産については、(a)は各月末(ただし、決算日の属する月については決算日)の日本の対顧客電信売買相場の仲値で換算した邦貨金

額の合計、(b)は各月末の同仲値で換算した邦貨金額合計の平均です。 

 

利害関係人との取引状況等(2021年１月26日から2022年１月25日まで) 
(１)利害関係人との取引状況 
 

区   分 買付額等 
Ａ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｂ 

 
Ｂ 

 
売付額等 

Ｃ 
うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

 
Ｄ 

 
Ａ Ｃ 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株 式 1,604 42 2.7 5,637 836 14.8 
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(２)利害関係人の発行する有価証券等 
 

種     類 買  付  額 売  付  額 期 末 保 有 額 

 百万円 百万円 百万円 
株 式 － 82 98 

 
 
(３)売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率 
 

項     目 当     期 

(a) 売 買 委 託 手 数 料 総 額 5,484千円 

(b) う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額 677千円 

(c) (b)／(a) 12.4％  
 
利害関係人とは、投資信託および投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当
ファンドに係る利害関係人とは、ＳＭＢＣ日興証券株式会社、株式会社三井住友フィナンシャルグループです。 

 

第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況 
(2021年１月26日から2022年１月25日まで) 

 該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。 

 

組入れ資産の明細(2022年１月25日現在) 
国内株式 
 

銘     柄 
期首(前期末) 期     末 
株 数 株 数 評 価 額 

 千株 千株 千円 
建設業(9.3％)    
オリエンタル白石 － 235 55,695 
西松建設 56.6 21.5 81,162 
積水ハウス 64.5 34.5 80,902 
日特建設 170 127 82,804 
中電工 37 10.5 22,365 
エクシオグループ 47 34 80,954 
三機工業 73 38 53,998 
日比谷総合設備 48 21 39,690 
ＯＳＪＢホールディングス 475 － － 

食料品(－)    
日新製糖 48 － － 
日本たばこ産業 32 － － 

繊維製品(1.0％)    
グンゼ 26 13 51,610 

化学(7.3％)    
共和レザー 106 30 19,260 
アイカ工業 － 16 52,320 
太陽ホールディングス 20.5 20 65,100 
ＤＩＣ 43 23 67,712 
ノエビアホールディングス 19 9.5 48,260 

銘     柄 
期首(前期末) 期     末 
株 数 株 数 評 価 額 

有沢製作所 － 57 57,627 
バルカー 52 32 79,936 

医薬品(1.6％)    
アステラス製薬 － 43 83,398 

石油・石炭製品(1.6％)    
ＥＮＥＯＳホールディングス 334 188 84,994 

ゴム製品(1.6％)    
ブリヂストン 35 16.5 83,539 

ガラス・土石製品(2.2％)    
ＡＧＣ － 10.5 53,655 
フジミインコーポレーテッド 30 － － 
ニチアス 54.5 25 65,050 

鉄鋼(0.6％)    
日本精線 － 7.2 32,976 

非鉄金属(－)    
アサヒホールディングス 21.5 － － 

金属製品(1.2％)    
トーカロ － 8 10,680 
アルインコ 97 58 54,636 

機械(4.4％)    
日工 124 85 52,360 
マックス 61 30.5 54,930 
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銘     柄 
期首(前期末) 期     末 
株 数 株 数 評 価 額 

ツバキ・ナカシマ 63 38 52,136 
スター精密 83 53 76,797 

電気機器(1.9％)    
ＭＣＪ 81.1 47 45,731 
ＯＢＡＲＡ ＧＲＯＵＰ 22 16.5 53,790 

輸送用機器(1.9％)    
トヨタ自動車 18 44.5 99,524 

その他製品(3.6％)    
中本パックス 60 18 30,924 
ＴＡＫＡＲＡ ＆ ＣＯＭＰＡＮＹ 44 30 54,150 
小松ウオール工業 34.5 － － 
リンテック 36 21 55,440 
オカムラ 60 43.5 52,287 

電気・ガス業(0.6％)    
沖縄電力 57.7 21 30,240 

陸運業(1.5％)    
センコーグループホールディングス 135 89 81,702 

倉庫・運輸関連業(1.0％)    
住友倉庫 － 27.5 54,890 

情報・通信業(11.9％)    
ブロードリーフ 174 － － 
ＳＲＡホールディングス 20 － － 
アルテリア・ネットワークス 83 53 71,020 
ＩＤホールディングス 85 74.5 62,803 
アイティフォー 118.5 100 77,300 
東計電算 19.5 11 52,030 
兼松エレクトロニクス 32 17.5 67,025 
コネクシオ 71 － － 
日本電信電話 － 30.5 100,162 
ＫＤＤＩ 42.5 27.5 100,457 
シーイーシー － 28 29,932 
ＪＢＣＣホールディングス 75 46 74,290 

卸売業(15.0％)    
東京エレクトロン デバイス － 8.5 46,665 
マクニカ・富士エレホールディングス 45.5 21 50,337 
ＴＯＫＡＩホールディングス 131 79 68,177 
萩原電気ホールディングス 44 27 53,055 
日本ライフライン － 52.5 55,965 
オーハシテクニカ 64 － － 
伊藤忠商事 51 26 95,550 
兼松 101 65 80,665 
アステナホールディングス － 18 6,786 
稲畑産業 70 32.5 55,022 
シナネンホールディングス 33 － － 
伊藤忠エネクス 105 55 55,550 
東陽テクニカ 111 74 77,700 
日鉄物産 24 10 50,500 

銘     柄 
期首(前期末) 期     末 
株 数 株 数 評 価 額 

イエローハット － 32 50,816 
因幡電機産業 36.5 20.5 54,345 

小売業(3.5％)    
エービーシー・マート 9 14 76,020 
ＤＣＭホールディングス － 57.5 62,157 
ハークスレイ 23 － － 
ＶＴホールディングス 200 105 47,145 
ケーズホールディングス 40 － － 

銀行業(3.6％)    
三井住友フィナンシャルグループ 45.5 24 98,376 
みずほフィナンシャルグループ 106 60.5 93,502 

保険業(1.6％)    
ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス 45.5 22 86,262 

その他金融業(3.4％)    
全国保証 24 10.5 54,495 
アルヒ － 36 40,716 
オリックス 91 37 87,690 

不動産業(5.5％)    
日本駐車場開発 － 411 53,841 
ヒューリック 80 51 53,193 
野村不動産ホールディングス 62.6 31.5 82,435 
イオンモール － 34 55,624 
青山財産ネットワークス 57 20 26,000 
サンフロンティア不動産 25 23 23,690 

サービス業(14.1％)    
夢真ビーネックスグループ 82 42 65,520 
ライク － 32 58,784 
クイック 16 － － 
アルプス技研 62 37.5 67,612 
日本空調サービス 166 88 68,640 
りらいあコミュニケーションズ 60 49 47,775 
リソー教育 282.5 140 55,300 
ユー・エス・エス 52.5 34 63,546 
東京個別指導学院 209 95 54,910 
テー・オー・ダブリュー 55 15 4,410 
ベルシステム２４ホールディングス 76.5 57.5 81,247 
スペース 44.5 － － 
乃村工藝社 105.9 29.5 27,523 
メイテック 26 12 76,680 
学究社 79 52 79,872 

合 計 
株 数 ・ 金 額 6,430.9 4,172.2 5,332,349 

銘柄数＜比率＞ 85 89 ＜98.0％＞ 
 
※銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。 
※< >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 
※管理上の都合により、一部の銘柄において属性が変わっている
場合があります。 
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投資信託財産の構成 (2022年１月25日現在) 
 

項      目 
期           末 

評  価  額 比     率 

 千円 ％ 

株         式 5,332,349 97.8 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 121,986 2.2 

投 資 信 託 財 産 総 額 5,454,336 100.0 
 
 

資産、負債、元本及び基準価額の状況 
(2022年１月25日現在) 

 
項     目 期     末 

(A) 資 産 5,454,336,347円 
 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 60,842,637  
 株 式      ( 評 価 額 ) 5,332,349,800  
 未 収 入 金 47,199,410  
 未 収 配 当 金 13,944,500  

(B) 負 債 14,121,419  
 未 払 金 9,420,561  
 未 払 解 約 金 4,700,000  
 そ の 他 未 払 費 用 858  

(C) 純 資 産 総 額 ( A - B ) 5,440,214,928  
 元 本 1,590,219,531  
 次 期 繰 越 損 益 金 3,849,995,397  

(D) 受 益 権 総 口 数 1,590,219,531口 
 １万口当たり基準価額(C/D) 34,210円 

 
※当期における期首元本額2,872,210,546円、期中追加設定元本額
142,647,268円、期中一部解約元本額1,424,638,283円です。 

※上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額
が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定す
る額(元本の欠損)となります。 

※期末における元本の内訳は以下の通りです。 
三井住友・配当フォーカスオープン 1,225,961,215円
ＳＭＡＭ・国内株式配当フォーカスファンド（ベータニュートラル型）＜適格機関投資家限定＞ 364,258,316円

※上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資
信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に
規定する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額とな
ります。 

損益の状況 
(自2021年１月26日 至2022年１月25日) 

 
項     目 当     期 

(A) 配 当 等 収 益 268,837,523円 
 受 取 配 当 金 268,919,185  
 受 取 利 息 730  
 そ の 他 収 益 金 2,968  
 支 払 利 息 △       85,360  

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 624,499,475  
 売 買 益 1,042,517,486  
 売 買 損 △  418,018,011  

(C) そ の 他 費 用 等 △       27,697  
(D) 当 期 損 益 金 ( A + B + C ) 893,309,301  
(E) 前 期 繰 越 損 益 金 6,050,095,081  
(F) 解 約 差 損 益 金 △3,429,961,717  
(G) 追 加 信 託 差 損 益 金 336,552,732  
(H) 合 計       (D+E+F+G) 3,849,995,397  
 次 期 繰 越 損 益 金 ( H ) 3,849,995,397  

 
※有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 
※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定

をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
※解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額を
差し引いた差額分をいいます。 

 

 

お知らせ 
＜約款変更について＞ 

 該当事項はございません。 

 




